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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 

産業構造審議会 保安・消費生活用製品安全分科会 電力安全小委員会 合同 

電力レジリエンスワーキンググループ（第４回） 

 

日時 平成30年11月14日（水）18：00～20：00 

場所 経済産業省本館17階 第１～第３共用会議室 

 

○曳野電力・ガス事業部電力基盤整備課長  それでは、定刻になりましたので、ただい

まから総合資源エネルギー調査会電力・ガス基本政策小委員会と産業構造審議会電力安全

小委員会の合同第４回電力レジリエンスワーキンググループを開催いたします。 

 委員、オブザーバーの皆様方におかれましては、ご多忙のところ、ご出席いただきまし

てありがとうございます。 

 なお、本日は、首藤委員はご欠席でございます。 

 それでは、以降の議事進行は大山座長にお願いしたいと存じます。よろしくお願いいた

します。 

○大山座長  よろしくお願いいたします。前回は、電力レジリエンス総点検の点検結果

に対する評価及びそれを踏まえた対策、災害時の情報発信と停電の早期復旧について、電

力各社からの取り組み内容の報告結果を踏まえた対策のあり方について議論いただきまし

た。 

 本日、第４回につきましては、これまでの本ワーキンググループでの議論でご指摘いた

だいた論点等をもとに、事務局で作成した中期対策（案）について、まずはご議論いただ

きたいと思います。 

 その上で、政府全体の対応方針について、11月末を目途にとりまとめを予定しているこ

とに鑑み、これまでのご議論を踏まえて中間取りまとめ（案）についてご議論いただきた

いと思います。 

 それでは、プレスの方の撮影はここまでとさせていただきます。傍聴は可能ですので、

引き続き傍聴される方はご着席ください。 

 それでは、まず、事務局より本日の資料の確認をお願いいたします。 

○曳野電力・ガス事業部電力基盤整備課長  お手元議事次第にもございますとおり、資
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料１が議事次第、資料２が委員等名簿、資料３が中期対策（案）について、資料４が中間

取りまとめの概要であります。資料５が中間取りまとめの本文になります。資料６としま

して、前回ご審議いただいた電力インフラ総点検の結果につきまして、補足の資料を準備

してございます。 

 以上でございます。 

○大山座長  どうもありがとうございます。それでは、議事に従いまして進めさせてい

ただきます。 

 まず、電力レジリエンスに関する中期対策（案）について、資料３に基づき事務局から

説明をお願いいたします。 

○曳野電力・ガス事業部電力基盤整備課長  では、資料３のスライドのまず１ページを

ごらんください。 

 これは第１回のワーキングで配付させていただきました資料の抜粋でございますけれど

も、一番下、枠で囲んでいるところにございますとおり、中期対策部分につきましては、

電力インフラのレジリエンスを高め、災害に強い供給体制を構築するためにとるべき具体

的な対応はあるか、また、電力事業に係る現状の制度等を含めて見直す点はないかという

点でございます。この点につきましては、これまでの議論の中でも個別にさまざまご指摘

いただいたところもございますので、本日、そうした点も含めまして、事務局の資料のほ

うにできる限り盛り込みをさせていただいたところでございます。 

 具体的には２ページをごらんください。これはスケジュールの関係でございますけれど

も、中期対策については、第１回の議論も踏まえて、事務局で対策案を策定して議論いた

だくということで位置づけられてございますので、本日ご議論いただければと思います。 

 具体的に、３ページになりますけれども、基本的な考え方について書かせていただいて

おります。まず、本ワーキンググループにおける議論、そして北海道における大規模停電

に関する電力広域機関の検証委員会の中間報告なども踏まえて、取りまとめの後に即座に

検討に着手すべき対策について本日ご議論いただければと思います。 

 こうした対応につきましては、まずはブラックアウトを含めた、大規模な停電を最大限

回避するためのいわば防災対策と、もう１つは、停電が発生した場合の被害、あるいはリ

スクを最小化するための減災対策の双方について検討することが必要ではないかというこ

とで、こうした考え方に基づいて全体を整理させていただきました。 

 この中期対策について具体的にどうしていくかという今後の進め方でございますけれど
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も、来年春、来春までをめどに一定の結論を得るというスケジュール感で、今後、適切な

場で議論、検討を深めていくこととしてはどうかということでございます。 

 したがいまして、これまでの議論いただいた、もしくはこの場でも提起いただいた論点

についても可能な限りここで盛り込ませていただいたのが次の４ページ以降になります。 

 まず４ページをごらんいただければと思いますが、防災対策ということで、大規模な停

電の最大限の回避ということでまとめております。 

 まず１つ目として、北海道エリアにおける中長期の対策の検討というところでございま

すが、まず北本の連系線につきましては、現状、60万キロワットから90万キロワットに増

強している新北本連系線が来年３月に運転開始予定でございますが、その後のさらなる増

強及び既設の北本連系線の自励式への転換の是非について、速やかに検討に着手すること

としてはどうか。その際に、新北本の連系線の整備後のさらなる増強については、ルート

や増強の規模を含めて、これは全体と同じでございますが、来年の春までをめどに具体化

を図ることとしてはどうかということでございます。 

 また、２つ目ですが、広域機関の検証委員会で今後検証されるシミュレーション結果を

踏まえて、周波数低下リレー（ＵＦＲ）の整定値の見直し、あるいは苫東発電所の適切な

運用に必要な対策の検討を、これは当面の冬の対策は既にやられておりますけれども、そ

の後の対策という意味でございます。 

 また、北海道エリアにおけるガバナフリーであるとか、ＡＦＣ、連系設備のマージンと

いった機能の再評価を行った上で必要な対策を検討することとしてはどうか。これ全体を

踏まえながら、需給の動向をみきわめつつ、発電所側も適切な新陳代謝を含めて必要な供

給力、調整力の確保を図っていってはどうかということでございます。 

 ２つ目は、北海道に限らないブラックアウトなどを最大限回避して、また、早期に需給

を安定化させるために必要な供給力等の対応力の確保ということで、このワーキングの中

ではブラックアウトになるかならないかということが検証結果も含めて、かなり議論もい

ただいてきたところでございますけれども、やはりそれだけではなくて、早期に需給を安

定化させるための対策ということで、ここでまとめてございます。 

 そのため、供給力などの対応力の確保を図るための電源への投資回収スキームなどの対

策を講じることとしてはどうか。具体的には、供給信頼度基準の考え方などについて検討

を行っていく中で、調整力の必要量、これは技術的にも見直しを検討することに加えて、

現在、詳細設計中の容量市場について、災害対応を含めた稀頻度リスク等への対応強化を
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図るため、早期開設や取引される供給力の範囲拡大等を含め、検討することとしてはどう

か。 

 また、経年化した火力発電所などの適切な活用を図るための方策についても、国民負担

とのバランスも加味しながら、中長期的な視野に立って検討することとしてはどうか。こ

れはこれまでの議論の中でも金子委員から経年火力についての評価の方法を一律でみてい

いのか。あるいはＦＣＢの機能についてももっと活用が考えられるのではないかというご

指摘も踏まえて、ここで書かせていただいたものでございます。 

 今般の北海道の大規模停電なども踏まえて、広域的な観点からも含めて送電線などの大

規模故障が発生してもブラックアウトを回避するために部分的にも単独系統を残すといっ

た緊急時、復旧時の対応の高度化を図る方策についても検討してはどうか。 

 また、こうした需給検証のプロセスはこれまで別な場で毎年、夏と冬に向けて行ってお

りますけれども、それに加えて、電力インフラ総点検の方法をベースとしつつ、より精度

を高めた形で定期的にブラックアウトのリスクを確認するプロセスを構築してはどうか。

これは繰り返しになりますけれども、需給の検証という意味では、供給力の信頼性の確認

は別途行っておりますので、これに加えてという趣旨でございます。 

 ３つ目ですが、レジリエンスと再エネの拡大の両立に資する地域間連系線などの増強・

活用拡大策の検討ということでございます。こうした観点から、地域間の連系線につきま

しては、東日本大震災後に講じられている各種強化対策の現状も踏まえながら、また、需

給の状況なども見極めつつ、物理的な増強と運用面での活用拡大策双方について、検討を

することとしてはどうか。 

 その際、レジリエンス強化と再エネの大量導入を両立させる費用負担方式、またはネッ

トワーク投資の確保のあり方、これは託送制度の改革も含めて検討に着手することとして

はどうか。 

 また、調整力の面では、需給調整市場の着実な実施を含めて、調整力の広域的な最適調

達・運用を可能とするための制度整備について、これは今相当検討を進めておりますが、

この検討を進めていってはどうかということでございます。 

 次に、５ページをごらんください。こちらは災害に強い再エネの導入促進ということで、

エネルギー基本計画においても主力電源化ということで位置づけられており、また、大量

導入が見込まれる変動再エネにつきまして、例といたしましては、周波数変動への耐性な

どを高めるための周波数変動に伴う解列の整定値などを見直すこととしてはどうかという
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ことで、これは一例でございますが、グリッドコードの策定といったことを進めてはどう

かという点でございます。 

 また、こうした出力変動への迅速かつ効率的な対応などを可能とするネットワーク自身

もＩｏＴ化を推進する方策を検討してはどうか。 

 また、大規模停電などが起こった場合に備え、蓄電池などと組み合わせて、地域で再エ

ネを利活用するモデルの構築を進めてはどうか。 

 また、今回の北海道の件でも、実際、家庭用の太陽光などは利用されていたわけでござ

いますが、まずは家庭向けの自立運転機能の周知徹底、情報提供に向けた取り組みを実施

するとともに、どうしても仕様が一部異なっていて、一般市民の方からするとなかなかわ

かりにくかったケースもあったと承知しておりますので、この機能の利用をさらに容易化

するといった検討を進めてはどうかという点でございます。 

 火力発電設備の耐震性確保の技術基準への明確な規定ということで、これは前回、曽我

委員からもご指摘をいただきましたけれども、この耐震性確保の基準については、これま

での政府の基本的な考え方を法令上で明確化するために火力発電設備が確保すべき耐震性

について、電気事業法に基づく技術基準に規定することを検討してはどうかという点でご

ざいます。 

 需要サイドにおける電力レジエンス対策の検討ということで、これは松村委員をはじめ、

複数の委員からご指摘いただいておりますけれども、供給サイドのみならず、需要サイド

の取り組みが大事ではないかということで、ディマンドリスポンスの促進であったり、小

売料金メニューを多様化したり、スマートメーターを活用する、蓄電機能としてＥＶの可

能性といったものを含めて、あるいはインバランス料金制度の見直しなどの需給状況を料

金に反映する方策も含めて検討してはどうかといったものでございます。 

 加えて、合理的な国民負担を踏まえて、政策判断をするための定量化を行うために、政

策判断の１つのメルクマールとして、停電コストについての技術的な精査、これは広域機

関において行うこととしてはどうかという点でございます。 

○覚道産業保安グループ電力安全課長  続きまして、減災対策の部分、具体的には停電

の被害・リスクの最小化ということで、電力安全課からご説明をいたします。 

 まず、１点目、国民の方々への迅速かつ正確な情報発信に関するものです。これらの論

点は、前回まさにご議論いただいたところですけれども、今回、中期対策として掲げる点

について、ご説明させていただきます。 
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 まず１点目が、電力会社のホームページ上の停電情報システムの精緻化という点です。

これは現在、ホームページ上で公開されている電力会社の停電エリア、復旧見込み、復旧

の進捗状況などの情報について、国民の皆様によりわかりやすく詳細に情報発信を行うと

いった観点から、一層の精緻化を検討してはどうかというものでございます。 

 ２点目は、関係省庁の連携による重要インフラに係る情報の共同管理・見える化という

ことです。現在、内閣府が中心になり、災害時のいろいろな重要なインフラの状況をある

意味一覧性をもってみられる、あるいは整理できる災害情報ハブというシステムを検討中

でございます。そこに電力の部分を乗せていくことを念頭に、電力会社が提供可能な情報

と災害復旧時に必要となる諸情報を整理して、道路や通信などその他の重要インフラの情

報とともに有効活用できるようなシステムの設計について検討してはどうかというのが２

点目でございます。 

 ３点目は、最新技術を活用した情報の収集ということで、具体的にはドローンを活用し

た立ち入り困難な区域における現場情報の収集、あるいは被害状況を予測するようなシス

テムの開発でございます。そうしたものによる設備被害予測の高度化、あるいは最新技術

を活用した情報収集の方策について検討することとしてはどうか。これが国民の方々への

迅速かつ正確な情報発信に関するものでございます。 

 続いて、次のスライドですけれども、停電からの早期復旧に関するものでございますが、

１点目が送配電設備の仕様等の共通化です。設備仕様の共通化については、電気料金の低

減や、新規接続を希望する再エネ事業者の負担軽減といった観点で検討が進められてきて

おりますが、他の電力会社からの応援作業員の復旧作業をより円滑化するという可能性も

見込まれます。こういう観点に立ちまして、さらに検討を加速化させてはどうかというの

が１点目でございます。 

 ２点目は、実際に台風21号、24号等でもみられたような復旧の妨げとなる倒木などの撤

去の円滑化に資する仕組みの構築です。復旧作業現場への進入路を塞ぐ多数の倒木、ある

いは倒壊家屋などの撤去につきまして、道路管理者や所有者との調整に時間を要するケー

スがございました。そうした復旧作業の妨げを円滑にするという観点から、撤去作業がよ

り円滑になる仕組みを構築することとしてはどうかというのが２点目でございます。 

 さらに、３点目として、災害時における多様な電力事業者の円滑な連携体制の構築です。

電力システム改革が進展しまして、新電力や再エネ事業者を含めた電力事業者の多様化が

進んできている中におきまして、災害時には、こうした事業者が円滑に連携、必要な役割
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を果たすことが必要になる。こうした観点で停電からの早期復旧を実現するための体制を

強化することとしてはどうか。 

 それから2020年の発送電の分離も見据えて、災害時には送配電部門の中立性を担保する

という前提で、旧一般電気事業者の各部門が有機的な連携を維持・担保する仕組みについ

ても検討することとしてはどうかというのがこの大きな３点目のところです。 

 さらに、４点目として、早期復旧を促す災害対応の費用回収スキームの検討です。災害

や停電からの最大限の早期復旧を可能とするため、災害対応に係る合理的な費用について

回収することを可能とするスキームの構築を検討することとしてはどうかということでご

ざいます。 

 そして、最後に、需給逼迫フェーズにおける卸電力取引市場の取引停止に係る扱いの検

討ということで、今回の北海道における大規模停電時の経験も踏まえまして、需給バラン

スが大きく崩れた場合などにおける卸電力取引市場における取引停止に係る取り扱いを今

後検討することとしてはどうかということでございます。実際に北海道ではそういうこと

が起きたということでございまして、そういうことについて今後検討してはどうか。 

 あと、卸電力取引市場が停止した際のインバランス料金に関する制度設計もあわせて今

後検討することとしてはどうか。 

 これらが減災対策の②として、停電からの早期復旧等に関する論点として掲げさせてい

ただいております。 

 以上でございます。 

○大山座長  どうもありがとうございました。では、続いて、前回のレジリエンスワー

キンググループでの指摘事項に関する補足説明について、事務局から資料６に基づいて説

明をお願いいたします。 

○曳野電力・ガス事業部電力基盤整備課長  前回、電力インフラ総点検に関しまして、

本日、ご欠席でございますが、首藤委員から総点検について、総点検内容と今般の北海道

地震におけるブラックアウトの原因となった事象について、最大電源サイトの脱落と近隣

の最上位の基幹送電線におけるＮ－４事故が複合的に発生しているということの関係性に

ついてのご指摘がございましたの。その際、私から口頭でご回答させていただきましたけ

れども、より明確化させていただいて、ご説明させていただければと思います。 

 資料６の１ページでございます。このＮ－４事故が最大サイトの脱落と同時に起こるよ

うなリスクについて、実際問題として今回起きたわけでございますけれども、北海道エリ
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アにつきましては、前回の説明と同様でございますが、Ｎ－４事故が実際に発生したとい

うことを踏まえて、この北海道電力から既に重要変電所の近傍における送電線の稠密地帯

などにおいては、適切な再発防止策を検討するということで表明されておりますし、こう

した指摘もされておりますので、必要な対策と、ほかの対策もあわせて講じるということ

で、ブラックアウトに至らないと評価できると考えております。 

 今回、補足説明させていただくのが、東日本、西日本エリアでございますけれども、北

海道エリアについては、最上位の基幹送電線の電圧は27万5,000ボルトでありますが、東

日本、西日本エリアは50万ボルトで構成されております。 

 今回の道東エリアにおける送電線事故がどういうことで起きたかということについては、

資料の２ページをご覧いただければと思うのですが、送電線というのは、鉄塔の部分では

碍子で絶縁させて、２ページの右上の写真でいいますと、①の部分が電気が通るラインで

ございます。ジャンパー線と呼ばれておりますが、渡り線のような形で、少し垂れ下がっ

た形で電気が流れております。これが揺れによって、大縄飛びの縄ようなというのが正し

いかわかりませんけれども、上にはね上がりまして、鉄塔付近に接近したために電気が通

電して、地面に対して電気が流れたために異常を感知して電力供給が停止したということ

でございます。 

 50万ボルトとの比較を書いたものが資料の３ページになりますけれども、27万5,000ボ

ルトと東日本、西日本の最上位系統である50万ボルトの線を比較いたしますと、このジャ

ンパー線と上側に吊ってある設備までの距離が約２倍ございます。また、送電線としても

太くなりますので、重さでいいますと、大体３倍から７倍あるということでございまして、

同様の縦揺れが生じて仮に２メーター程度上がったとしても、なお異常時に絶縁が耐えら

れないような距離まで近づく可能性は蓋然性としては低いと評価できるのではないかと考

えられるところでございます。 

 今申し上げたことが１ページのところに書いてあるものでございます。 

 その上で、Ｎ－４事故が地震で発生した場合でもブラックアウトは発生しないというこ

とは念のために点検しているということでございます。 

 沖縄につきましては、基幹送電線は50万ボルトではございませんけれども、代替ルート

があるということは確認させていただいております。 

 以上でございます。 

○大山座長  どうもありがとうございました。 
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 それでは、ここまでの説明に関しまして、委員の皆様からご質問、ご意見をいただきた

いと思います。ご発言を希望される方はお手元の名札を立てていただくようお願いいたし

ます。では、崎田委員、お願いします。 

○崎田委員  今回、中期的な対策ということで、いろいろ項目を出していただいていま

すが、これを拝見して、検討していただかないほうがいいようなことは何もないわけで、

ここをしっかりやっていただくというのが大変重要なのではないかと強く思いました。 

 それで、私、前回のヒアリングなどの印象を後々考えてみますと、今回、北海道でのブ

ラックアウトが大変印象が強かったのですけれども、例えば台風被害による関西電力さん

の被害も220とか230万軒の停電というとてつもない影響があったということが非常に印象

に残っています。復旧にもかなり時間がかかっていたということがありますので、やはり

今後どんどん異常気象による自然災害がふえていくであろうというこの時代に、こういう

災害対応の仕組みを徹底するということがとても大事だと思っております。 

 １点申し上げれば、いろいろなところに、検討するというような記述がありますが、例

えば減災対策のときに、７ページですか、災害時における多様な電力事業者の円滑な連携

体制の構築は本当に大事なのですが、単に連携しますという関係ではなく、どのようにや

るのかとか、そのための準備はどうするのか、費用負担はどうするのかということまで仕

組みというか、システムとしてちゃんとつくっていただく。そこまで落とし込むのが大変

重要なのではないかということを強く感じました。 

 なお、私は国民、市民への情報提供の重要性などをいろいろ発言させていただいていま

したけれども、前回も社会の需要側の取り組みをしっかり生かすような形で対策を考えて

いただきたいということと、費用負担に関してもきちんと今後考えていくようなことは必

要と思いますが、それは情報公開をしっかり取り組んでいただきながらやるのが大事だと

いう話をしました。これは今も非常に大事だと思っていますし、その前の５ページのあた

りの再生可能エネルギーの導入などに関しても、今一般の家庭で再エネを導入している家

もふえてきていますので、事前にそういう太陽光発電に関する自立運転をしっかりとでき

るような対策を進めることとか、地域では災害時に再エネもしっかり活用できるような蓄

電池の導入とか、多様な主体のいろいろな取組みを考えるというようなことを含めて、社

会を巻き込みながら対策を進めていくというのが大変重要だと思っています。 

 なお、５ページのところなのですが、需要サイドのレジリエンスの中の項目に、例えば

電気自動車、ＥＶなども活用とありますが、私は水素、燃料電池の戦略を考える協議会に
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も入っているのですが、水素、燃料電池の今後に関しても、災害対応として活用できると

いう項目がいつも入っているのですけれども、今回のまとめの中にはそういう視点は逆に

入っていません。技術的には中期よりも長期かもしれませんが、水素、燃料電池などもし

っかり活用しながら蓄電、あるいは水素で貯蔵など地域の需要サイドのほうで対応してい

くような動きもしっかりと書いておくのがいいのではないかという感じがいたしました。

よろしくお願いいたします。 

○大山座長  どうもありがとうございます。水素の件はよろしいですか。 

○曳野電力・ガス事業部電力基盤整備課長  あくまでも例示として書かせていただきま

すが、当然必要だと思っておりますので、追記することも含めて検討させていただければ

と思います。 

○大山座長  ほかにはいかがでしょうか。では、小野委員、お願いします。 

○小野委員  ありがとうございます。本ワーキンググループの第１回会合から申し上げ

ているように、レジリエンスの重要性は非常によくわかっていますが、その対策としての

ハードウエアの増強については慎重に検討していただきたいということをいま一度指摘し

ておきたいと思います。ＦＩＴ賦課金や再エネ導入に関連して必要となるコストの増大に

加えて、電力需要の減少が将来予測されていることから、自然体においても電気料金の上

昇が懸念されています。そのような中で、さらなる国民負担の上昇につながるハードウエ

アの増強については、慎重な検討をお願いいたします。 

 資料本の４ページに関して、まず、「北海道エリアにおける中長期対策の検討」の項目

について、資料からは連系線の増強を前提とした検討を進めるように読み取れますが、以

前も申し上げたとおり、運用面の工夫や今後の電力需給の見通し、費用対便益などを勘案

して、増強の要否を含めて検討していただければと思います。 

 それから、資料をみていてはっきりしなかったのですが、増強するとした場合の目的が

レジリエンス対策なのか、それとも再エネ導入拡大なのかによって、費用対効果や負担の

主体も変わってくるのではないかと思います。 

 少なくとも、本ワーキンググループとして、「来春までを目途にルートや増強規模を含

め具体化する」とあたかも増強を前提とするかのような対策を提起することには疑問があ

ると思います。 

 ２つ目、ブラックアウトの最大限回避の部分です。容量市場によってブラックアウトを

回避するとされていますが、稀頻度リスクを勘案して、容量市場の需要曲線を右に引くほ
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ど、容量価値への支払いは多くなります。必要なレジリエンスを確保できるだけの容量を

確保することは重要ですが、停電影響が大きい需要家はもともと自家発や非常用電源で自

衛していること、また先ほど崎田委員からもご指摘があったように再エネの自給モデルが

考えられることなども踏まえ、どこまでの対策を供給側に求めるのかという点も整理した

上で、慎重にコストとのバランスを図っていただきたいと思います。 

 ３つ目、活用拡大策の検討の部分です。系統の増強・更新の負担のあり方については追

ってしかるべき場で検討されると理解しておりますが、その際、先ほど申し上げたように

連系線を増強することは既に決まっていて、負担の平準化等の観点から新しい負担方式が

必要だ、などという前提でこの議論が始まるとすると、事実上、費用負担に関する審議は

骨抜きになってしまう可能性があります。系統増強の要否と並行して検討すべきではない

かと思います。 

 以上です。 

○大山座長  ありがとうございます。私もハードウエア面とソフトウエア面はちゃんと

バランスをとって進めるのが必要だと認識しております。 

 では、松村委員、お願いいたします。 

○松村委員  コストと利益を両方考えながらというのはとても重要なポイントで、全て

のことについてこの点は考えるべき。供給安定性を高めるためにどれだけコストをかけて

もいいということではないので、ここに書かれているものも全体としてその点チェックさ

れるのだろうと思います。 

 その中で、まず、ここは電力のレジリエンスのワーキングなので、こういう格好になる

のは当然ですが、お隣さんというと変ですが、ガス事業に関しては、大阪北部地震ではガ

スが害を受けて――それを議論しろという意味ではないのですが、ガスがとまった点の情

報開示だとか、新規参入者も含めた協力体制は、もちろん電気と一緒ではないけれども、

よく似た側面はある。例えばガスのほうではうまくやれているのに、電気のほうは悲惨で、

ユーザーからの苦情が殺到していたなどということがあったとするならばというか苦情は

あったのだと思うので、情報の開示のやり方、新規参入者との間でさらに復旧に関して協

力することがあるかもしれないという点も含めて、もしガスにベストプラクティスがある

なら、そういう点も、電力会社もそのレベルまでできないかという議論が今後有益になる。

具体的に加筆、修正してくれということはなく、報告書はこのままでいいと思いますが、

情報開示の精緻化だとか、とりわけ協力体制を議論するときにそちらも念頭に置いていた
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だきたい。 

 コストがかかるけれども、供給安定性も高まるというものだとトレードオフなのですが、

コストの観点からも相当に問題があることで、なおかつ安定供給上も問題があることもク

ローズアップされたのだろうと思います。例えば応援部隊が入ったのだけれども、電線の

細かい仕様が違うので、手が出せないなどというようなことは、安定供給上も支障になる

のですが、ふだんでもこれはコスト高につながる可能性が十分にある。つまり、電気のプ

ロが行っても地元の事業者に頼らなければ自分たちだけではさわれないような状況は、ふ

だんの工事でも、調達でも競争性が働かないで、それぞれの区域ごとに完結させざるを得

ない状況に陥っていることを示している。 

 それは当然コスト高になる。例えばヨーロッパに比べて日本の調達コストが４倍も高い

などということが仮にあったとして、そのような原因は地震があるからだとか、山が多い

からだとか、台風があるという理由もあるかもしれないけれども、わざわざ競争が働かな

いように、各社が勝手に各電力会社用の仕様をつくって、国民に迷惑をかけている、消費

者に迷惑をかけているという現実を思えば、できるだけ努力して統一してくださいではな

くて、そもそも今までが悪かったということを猛反省して、できるだけ早期にそろえるよ

うに努力をぜひともしていただきたい。これはコストを下げると同時に安定供給性を高め

る。本来議論の余地なく当然に進めるべきことだ。短期的にはコストがかかるかもしれな

いけれども、どこかの地域は３相でこの色の順、別の地域は別の順番などと、そんなとこ

ろで独自性を発揮してもらっても国民には何の利益もないことはもう一度認識していただ

く必要がある。 

 復旧の過程で、これも他分野のことを考えていただきたいのですが、これは実際に実証

されたわけではないのだけれども、例えば関西電力の配電の電柱などノトリアスというか、

業界ではとても評判の悪いことで、通信業界などと共架を協議しても、関電の電柱が弱過

ぎて結局かけられないと断られる。そうすると、電信柱のほうも独自に立てなければいけ

ない。それは逆もそうなのですけれども、そういうことでほかの地域、例えば東京電力管

内とかに比べても相当にしょぼい電柱というと変なのですが、その結果社会コストがすご

くかかるような格好で意思決定されているのではないか。もしそれが原因で台風で倒れる

とすれば、消費者にも迷惑だし、社会全体にもコスト高になることもあり得る。復旧して

いくときには、そういうことも総合的に考えて、社会コストをどうやって最小化していく

かをぜひ事業者も電気だけに限らず、広い範囲で考えていただきたい。 
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 最後に、容量市場の話が先ほど出てきました。このレジリエンスを高めるために容量市

場の早期開設というのは、私はとても筋の悪いやり方だと思います。これは４年後の容量

を調達するとしたのは、それなりに理由があってやった。それからどちらかというと新規

の電源をサポートするということを強い目的としてやられた。ここを短縮するということ

はどれぐらい効果があるのか。再三の指摘があったのですが、より新しいもの、よりレジ

リエンスの高いものをリプレースしていくということに関しても、一体どれぐらいの効果

があるのかを考えると、相当に筋の悪い政策だと思います。 

 それに反して消費者の負担は、明らかに増加することになる。経過措置をこれだけ緩く

設定したわけですから、ここを短縮すると消費者の負担は重くなる割に効果のない、とて

も筋の悪いもので、これが例示されているのは遺憾です。これについてはぜひ慎重に広域

機関のほうでも考えていただければと思いました。 

 以上です。 

○大山座長  ありがとうございました。それでは、ほかにご質問、ご意見ございますで

しょうか。では、市村委員、お願いします。 

○市村委員  ありがとうございます。私からは、先ほど来、費用対効果の話がありまし

たので、それ以外のところで何点かコメントさせていただければと思います。 

 まず１点目でございますが、スライドの７ページ目のところでございます。倒木等の撤

去の円滑化に資する仕組み等の構築ということでございますけれども、これは念のためと

いうか、「等」と書かれているので、これに限られるわけではないと理解しておりますが、

当然、今回の災害のケースでは、倒木とか倒壊家屋といったものの撤去で時間を要したと

いうことだと思いますが、それに限らず、例えば土地の一時使用が必要な場合とか、その

ようなケースも想定されると思いますので、今回のまさに発生した事象に限らず、想定さ

れるような事象を含めて、そういった事態を想定した仕組みづくりの検討が必要ではない

かと考えております。ここは念のためということでございます。 

 もう一点でございますけれども、早期復旧を促す災害対応の費用回収スキームの検討と

いうことで、この点も非常に重要だと考えておりますが、その中で発生した合理的な費用

について回収するということを可能とするスキームということでございますが、この合理

性を担保する仕組みづくりというところについてもあわせて検討していただければと思っ

ております。 

 例えばでございますが、災害時に供給力として期待できる自家発などがあったときに、
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緊急時にはいろいろたき増しをしてお願いするといった形になろうかと思いますが、そう

したときに事後的にどれだけの費用で生産されるかといったことが必ずしも明確にはなっ

ていないという現状があると思います。そういうところについては、あらかじめ契約を締

結しておくですとか、その際の基本的な考え方について、一定の考え方を示すといったよ

うな形で、そのような合理性を担保するような仕組みもあわせて必要ではないかと考えて

おります。 

 逆にここが余り合理性がどうかといったところをぎりぎり、事後的にやっていくという

ことになると、やはり事業者としても災害対応のおくれがこういう観点であってはならな

いということだと思いますので、そういう観点からもご検討をお願いできればと思います。 

 もう一点、先ほど松村委員からございましたけれども、ガスの例を踏まえた電気のどの

ように対応できるかといったところも参考にしていくというのは重要かと思いました。た

だ、当然ではございますけれども、その中で事業構造というか、事業者の数ですとか、さ

まざまな違いはあろうかと思いますので、そういった点も含めた形で検討いただければと

思います。 

 最後でございますけれども、まさに中期的な対策といったところで、この中身について

は、さまざまな場で議論がされるということになろうかと思いますので、この場かどうか

といったところはあろうかと思いますが、定期的に一旦中期的な対策といったところで方

向性を示していただいたので、それがどうなっているかといったところのフォローアップ

はぜひとも行っていただければと思っております。 

 私からは以上です。 

○大山座長  ありがとうございました。ほかにご発言ございますでしょうか。では、熊

田委員、お願いします。 

○熊田委員  大体のところは皆さんおっしゃったので、ちょっと細かいところなのです

けれども、災害時において、発送電分離後に送電配電部門の中立性は担保した前提で、旧

一般電気事業者の各部門が有機的な連携を維持・担保する仕組みについて検討することと

してはどうかというコメントがあるのですが、単純に考えると、別会社になって、別のと

ころでやりなさいといっていたのが、いきなり災害時にぱぱっとまた一緒にやれといわれ

ても多分無理なのではないかと個人的にはちょっと思っていまして、むしろその下に書か

れている、最大限の早期復旧を可能とするため、災害対応に係る合理的な費用について回

収することを可能とするスキームの構築を検討することとしてはどうかというように、要
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はもう別会社になった後で、今はまだ発送電分離のところのちょうど過渡期なので、多分

まだマインドも同じで、一緒にやろうとか、昔の地域でそれぞれの電力会社が責任をもっ

てやっていますというマインドが残っているからいいのですけれども、本当に自由化して

しまって、分離もして、全部やったら、もしものときだけ維持してくださいとお願いする

のは、多分人の心は変わっていて難しいと思います。個人的には余り古い制度のところの

前提を残したようなものではなくて、発送電分離後で別会社になってしまっているので、

そういう精神論的なところに頼らないで済むようなシステムに落とし込む方向で検討され

ていくほうがいいのではないかと個人的には思いました。 

 以上です。 

○大山座長  どうもありがとうございました。市村委員、つまりそれは、関連でしょう

か。 

○市村委員  関連です。 

○大山座長  では、まず市村委員、お願いします。 

○市村委員  今のご発言についてなのですけれども、発送電分離ということではありま

すし、中立性ということではあるのですが、ただ、他方でいわゆる法的分離ということで、

完全に所有権が分かれているわけではなくて、電力会社の子会社にあるということではあ

りますので、グループ会社をどのようにみていくかというか、災害時の対応をどうやって

いくかというのは、やはりそれを前提とした制度設計をしなければいけないのではないか

と考えておりますので、その点を踏まえて検討する必要があるのではないかと考えており

ます。 

○大山座長  松村委員も関連でしょうか、お願いします。 

○松村委員  ご指摘のとおり、情緒的なものだけに頼るというのはとてもまずいと思い

ますので、それを強調してはいけないとは思わない。ただ、例えばガスとかでは、新規参

入者も含めて、災害時には協力する体制をあらかじめ整えておく。多分、ここの意図はネ

ットワーク部門だけでなく、旧一般電気事業者の小売発電部門だけでなく、例えば新規参

入者の小売部門も含めた体制を今後整えていくことの第一歩というつもりなのだろうと思

います。 

 したがって、ご指摘のとおり、新しい時代に合った体制整備はやるのだろうと思います

が、一方で、ネットワーク部門だけに任せるのではなく、同一資本の会社だけでなく電気

事業者一体となってやる体制をこれから考えていく。そのファーストステップだと理解し
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ました。 

 以上です。 

○大山座長  佐藤様、お願いします。 

○佐藤オブザーバー  同じものですけれども、発送電分離をやるときに非常時はどうす

るかという議論は相当しました。ただ、実際に災害に遭ったときに手を動かしている方と

いうのは、もちろん電力会社の方もやっていますが、全然資本関係がない下請というか、

協力会社の人が相当いて、その方もまさに身を粉にして今一貫体制のところで――一貫と

いうか一貫ではないところもありますけれども、そこでも相当身を粉にして働いておられ

る方が大勢いると、もし電力会社が一切、下請とか協力会社を使わなくて、全部自前でや

っているのだったら、発送電分離をしたときは大問題になると思いますが、現時点でも膨

大な資本関係がないところの方も使って非常時に対応しているのですから、発送電分離に

なると全く世界が変わったということは、私は全然ないと思います。 

 ただ、もちろん発注主とか、そういう方の指揮命令体系とかは変わってきますから、そ

れを考えて、膨大な協力会社の方とどう協力していくかというのを新たな体制のところで

構築していくのが重要だと思います。 

○大山座長  ありがとうございます。では、大橋委員、お願いします。 

○大橋委員  私も同じ論点ですが、下にある費用回収のスキームはきちっとつくっても

らう必要があると思います。その上で、今回の防災なり減災の必要が発生したときの体制

は送配電も含めて、ほかの事業者さんもいらっしゃるので、そうした中で一定の体制を話

し合って決めていただくのがいいのかなと思います。送配電だけではなくて、上のポツに

もあるように、発電、小売、あるいは新電力も含めて主体はいるのかなという感じはしま

す。 

 あと、委員の方々のご発言と私もほぼ同じですけれども、例えば小野委員がおっしゃっ

た北本のところが確かにちょっと前のめりなのかなという気はしていて、今回は広域機関

でシミュレーションをやっていただいたところで、いろいろ知見が得られたというのは、

今回は非常に大きな成果だったのかなという感じもいたしますので、ぜひこれは具体化す

る前に広域機関のほうで、どのくらいの北本増強、意味があるというか、どのような機能

を果たし得るのか、増強の幅も含めてでしょうけれども、そういうことをやった上で議論

したほうが生産的なのかなという感じがいたします。 

 容量市場についても、これは松村委員がおっしゃったとおりだと思って、取引される供



- 17 - 

 

給力の範囲はきちっと議論されるべきだと思いますが、前倒しするというと、これはいろ

いろシステムの話もあるだろうし、移動するお金の額も非常に大きい話になりますから、

ちょっとここは慎重にならざるを得ないのかなという感じがします。 

 あと、設備の仕様の共通化のところですけれども、ここは多分事業者さんもいろいろな

思いがあるのかもしれないので、そういうことをちょっと伺ったほうがいいのかなと思い

ますが、他方で人材の育成とかの観点で考えてみても、設備の仕様がどの程度共通化され

ていないのかというのは、私、余り具体的によくわかっていないところがあるにはあるの

ですが、ただ、多分業界内として人材育成をやっていく上で、多分人材がだんだん細って

くるところがあると思うので、そういったニーズが出てきたときに、仕様の共通化は１つ

重要なキーファクターなのかなと思いますが、これは事業者さんがどうお考えなのかとい

うのは、１回聞いてみたいという気はします。 

 いずれにしても、今回、この議論の裏には多分現場で、先ほど佐藤さんがおっしゃった

とおりで、現場で多分不眠不休で復旧された方々がいらっしゃって、そうしたご苦労があ

る中なので、そうした方々を下支えするような対策であるべきというのは、根本思想なの

かなという感じがいたしました。 

 最後ですが、停電価値のほうはしっかりやっていただくのがすごく重要で、実はこれま

で議論されていなかった話ではあるので、ここは広域機関と伺いましたけれども、是非や

っていただければと思います。 

 以上でございます。 

○大山座長  では、松村委員、お願いします。 

○松村委員  申しわけありません。北本に関して前のめりになっているという話が何度

も出てきていますが、安定性の観点から、それを広域機関でもう一度議論するという議論

ではないと私は思います。ここで書かれているのは、費用負担のことについても言及され

ているわけです。もし本当に安定供給だけに役に立つという観点だけでみるのであれば、

そもそもその安定供給に直接にかかわりのある北海道、あるいは東北で費用負担を主にや

るという今までの広域機関のルールでほぼ完結するはずで、別段改めて特出しして議論す

るまでもなくたんたんとやるだけ。そうではなくて、ほかの要因、再エネの普及拡大とい

う要因もあり、もし再エネの普及拡大だとすると、そのコストを北海道民、あるいは北海

道民と東北の人たちだけに押しつけるのはおかしいという議論で書かれているわけだから、

広域機関の議論だけで完結するはずがない。 
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 したがって、この議論が最終的に受けるところは、この委員会でもなく、広域機関でも

なく、もっと広い国策も観点から出てくるものだと思います。その委員会で議論されるこ

とになると理解しています。 

 以上です。 

○大山座長  ありがとうございます。先ほど仕様の共通化とかいろいろ出ていましたけ

れども、電事連から何かございますか。 

○稲月オブザーバー  電気事業連合会の稲月でございます。よろしくお願いします。 

 仕様の統一につきましても、我々もコスト効果の大きいもの等につきまして、優先的に

仕様の統一化に取り組んできたところでございまして、今般の災害を受けまして、災害復

旧の迅速化に資する可能性があるというようなご指摘もいただいたところでございますの

で、そういった観点も含めて今後精力的に検討を進めていくという所存でございます。 

 前回のワーキングにおきまして、弊会からは、復旧作業の現場におきましては現状の仕

様が多少違ったとしてもそんなに大きな支障はないというような認識があるということは

申し上げさせていただきましたが、応急復旧でございますので、仕様が多少違っても組み

立てられるということはございますので、そういった趣旨で発言させていただいたという

ことでございます。 

 もう一点、ガスのベストプラクティスを取り入れるべきといったこともいただいており

ますけれども、これに関して、大阪北部地震におきましては、ガス復旧見える化システム

が非常に良かったということを聞いております。また、本システムについては他社さまに

おいても導入を検討中と伺っていますので、我々の停電システムの精緻化を検討していく

際にも、ぜひ参考にしながら進めたいと考えております。 

 以上でございます。 

○大山座長  どうもありがとうございます。ほかにはご発言ございませんか。どうぞ、

山田委員、お願いします。 

○山田委員  今回のワーキングで、この北海道電力のような事象がほかのところではシ

ミュレーション結果で起こらないということはすごくよくわかったのですが、今回は北電

と同じような状況を想定されて、それに対してシミュレーションしていたのですが、これ

までいろいろな事故とかをみていると、想定されたこと以上のものが起こってしまって、

想定外というようになっていることが多かったので、想定されたことに対してシミュレー

ションできて、確認できたということはわかるのですけれども、想定できないから想定外
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なのであって、そういった現象が一体どれぐらい厳しい状況になったら想定外なことが起

こるのかとか、想定外な事象が起こってしまってブラックアウトしたときにはどのように

スタートするべきなのかということを、もちろんこの委員会の範疇は超えますが、各電力

さんのほうでは確認していただきたいと思いました。 

○大山座長  どうもありがとうございます。リスクの想定はもちろんたくさんして、そ

の上でどこまで対処するかを決めるというのが大事だと思っているので、ぜひそういう形

でお願いしたいと思います。 

 ほかにはご発言ございますでしょうか。事務局から補足等はございますか。よろしいで

しょうか。――よろしいですか。それでは、どうもありがとうございました。次の議題に

移りたいと思います。 

 では、中間取りまとめ（案）について、事務局から資料５に基づいて説明をお願いいた

します。 

○曳野電力・ガス事業部電力基盤整備課長  では、資料５に基づいて説明させていただ

きます。概要のほうは資料４でございますけれども、これはこれまでの議論の取りまとめ

をしておりまして、より詳細な中身につきましては、資料５に書かせていただいておりま

す。 

 本日、中期対策についてご議論いただいたところでございまして、幾つか追加的なコメ

ント、あるいは少し修正すべきではないかというような趣旨も含めていただいたと思いま

す。そうしたものについては、本文の修正、あるいは注記に追記することも含めて、少し

そこは留保させた上でご説明させていただきたいと思います。 

 まず、中間取りまとめ（案）で、本文の３ページが「はじめに」ということで、今回、

本年の夏以降の一連の災害によって電力供給に大きな被害があったということで、さまざ

まな課題が明らかになってくるとともに、安定供給の重要性、あるいはレジリエンスの高

い電力インフラシステムのあり方について検討するといった必要性が改めて認識されたと

いうことで、政府全体の検討のタイミング、フレームワークとあわせて広域機関における

ブラックアウトの検証についての流れ、それから本ワーキンググループの設置趣旨を記載

させていただいております。 

 ４ページが第１章ということで、まず、今年のさまざまな災害に伴う大規模停電の発生

時において、政府においてどのような対応をしてきたかということ、これは主にファクト

について記載させていただいております。これは第１回のときに事務局からご説明させて
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いただいた内容が中心となります。 

 ４ページから、まず北海道地震における政府の対応ということで、基本的な対応の考え

方、情報発信の実績、それから５ページの真ん中あたりから節電要請による需給バランス

の維持の内容、具体的な政府としての節電要請等の取り組みを書いております。 

 ８ページが発電所の復旧によって需給が安定化してきた9月14日以降の内容について記

載しております。 

 ９ページあたりは、この冬に向けての需給の状況でございます。 

 10ページが地震発生時、また、その後の北海道における再生可能エネルギーの活用状況

について参考資料を含めて記載しております。 

 13ページ目以降が大規模な台風、あるいは西日本の豪雨といったところでの政府の対応

についてまとめてございます。 

 14ページから15ページにかけては、発災前から発災の当日、それから発災後にかけて、

順を追って政府としての停電の解消に向けた取り組み、また、事業者の取り組みを記載し

ております。 

 16ページからが北海道における大規模停電、ブラックアウトに関する検証と評価に関す

る、主に第２回のワーキンググループで議論いただいた点になります。16ページの真ん中

あたりからは、広域機関での検証委員会の中間報告ということで、この検証委員会の設立

の経緯、目的、それから中間報告の概要を17ページ以降に記載しております。17ページの

真ん中あたり、①にございますが、ブラックアウトの事象については、主に苫東厚真火力

発電所３基の停止及び地震による送電線４回線の事故による水力発電の停止の複合要因に

より発生したということ。また、３つ目のポツになりますけれども、設備形成については、

現在の設備形成上のルールに照らし、不適切な点は確認されず、また、当日の運用につい

ても検証の結果、事前に想定していた運用対策も含めて必ずしも不適切であったとはいえ

ない。これは検証委員会の検証結果を記載させていただいております。 

 18ページ目以降が復旧フェーズにおける検証の結果。 

 19ページ目からが再発防止策ということで、こちらも検証委員会における提言内容を記

載しております。 

 21ページ目からが今の北本の増強、あるいは石狩湾の運転前における運用上の当面の対

策ということで、京極揚水発電所の活用や負荷遮断量の上乗せといったことが記載されて

おります。 
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 また、22ページの下のエのところが、運用上の中長期の対策ということになります。先

ほど北海道の対策ということで冒頭ご説明させていただきましたけれども、より詳細に記

載しております。 

 24ページ目からが北海道電力における設備形成、そして投資の経緯ということで、こち

らは事務局から第２回でご説明させていただいた北海道における主要な電源・連系線の開

発の変遷についての経緯を記載しております。 

 25ページあたりに、個別の投資について、例えば石狩湾、あるいは北本の運転開始期間

の前倒し等についての経緯を記載いたしております。 

 また、26ページ目からは、設備投資の内容ということで、これは数値的にどのような形

になっているか。ほかの電力会社との比較も含めて記載しております。 

 27ページ目の後半からが３．とありますが、これは北海道、道東における送電線の地絡

事故、また、苫東厚真の火力発電所で発生した設備の故障につきまして、電気事業法をは

じめとする設備保安の考え方と、これに照らして何か不適切な点があったかどうかという

ことの確認の結果について記載しております。31ページの真ん中あたりまでがその記載に

なります。 

 31ページ目の後半以降、４．ということで、事務局からの報告も踏まえた発災当時の北

海道における発電・送電の設備・運用の状況、設備形成の経緯の評価について書いており

ます。 

 32ページ目の２行目になりますけれども、北本連系線、あるいは火力発電所の新設投資

も含めた、これまでの北海道電力の設備形成や投資判断においてブラックアウトのリスク

を高めるような不適切性や不合理な遅延は認められないと評価できるとしております。 

 一方で、この議論の中でも注記として、不適切までとはいえないけれども、適切だった

と評価することが可能かについてというところには議論の余地があるだろうというような

ご意見も頂戴しておりますので、そちらについては注記をさせていただいております。 

 32ページ後半が、３ルート送電線の地絡事故、また、苫東厚真発電所の設備故障につい

ての評価ということで、こちらもルールに照らして不適切な点はなかったと評価できると

いうことで、32ページ最終行に記載しております。 

 33ページが電力レジリエンス総点検ということで、前回、第３回のワーキンググループ

での審議事項について記載させていただいております。本日、資料６で補足的に説明させ

ていただいた内容についても反映する形でここでは記載しております。 



- 22 - 

 

 まず、ネットワーク全体の総点検については、国際的に一般的なルールを超えて設備形

成のレジリエンスについて確認しているということでございますけれども、各広域エリア

ごとに検証した結果ということで、その点検結果は34ページ以下に地域ごとに北海道、東

日本、中西日本、それから沖縄ということで記載しております。 

 沖縄につきましては、37ページでございますが、今回の検証の結果として、最過酷断面

でのブラックアウトリスクが否定できないということで、安定化装置、周波数低下リレー

の整定値の見直し、あるいは発電所の一部持ちかえといった運用面の対策を講じることに

ついて明記しております。 

 39ページが四国エリア、九州エリア、41ページ目が先ほどご説明したＮ－４送電線事故

についての検証になります。 

 そして、42ページ、43ページが火力発電設備、それから送配電変電設備についての評価

結果でございます。 

 45ページ以下が第４章、今後の対策パッケージということで、こちらは先ほどご議論い

ただいた点について、また、これまでのワーキングの中で委員の皆様方からご指摘いただ

いた点についても記載いたしております。 

 まず、45ページの緊急対策につきましては、ブラックアウトの最大限の回避ということ

で、これは北海道における北本連系線の早期の着実な運転開始、また、石狩湾新港での発

電所の活用の前倒しといったことについて記載しておりまして、加えて重複になりますの

で、ここでは書いてございませんけれども、第２章中で記載されている中間報告の提言の

内容、そして第３章にあるレジリエンス総点検の結果求められる対策がここで該当いたし

ます。内容につきましては、先ほどご議論いただいた点、それから前回ご議論いただいた

点ということになります。 

 減災対策につきましても、緊急対策として位置づけているというところでございます。 

 国民への迅速かつ正確な情報発信ということで、ＳＮＳの活用、それから多様なチャネ

ルの活用ということで、これは崎田委員からはラジオ、広報車も含めて、アナログな方々

に対するアクセスしやすいものも大事であるというご指摘もいただいたところ、こうした

さまざまな手段を明記しているところでございます。 

 48ページ目以降が現場情報収集の迅速化でございます。 

 そして、停電の早期復旧に向けた取り組みということで、49ページ目の下でございます。

いわゆるプッシュ型支援といいますか、自発的な応援派遣による初動の迅速化、あるいは
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復旧作業のノウハウ共有化、これは本日の複数の委員からガスのベストプラクティスに学

ぶべきではないかというようなご指摘もいただいたところですが、今は電力会社からのノ

ウハウということで記載がございますけれども、こちらのご指摘も本日いただいたと認識

しております。 

 また、50ページの②のところですけれども、これは首藤委員からご指摘いただきました

が、関係機関と連携した復旧作業を円滑化するということで、例えばフェリーへの優先搭

乗、あるいは今回のケースでいうと、自衛隊の協力も得ていますが、こうした復旧車両等

の輸送支援を速やかに要請できるスキームを構築するということ。 

 また、道路関係機関などとの円滑な連絡窓口をつくって、道路啓開などを円滑に行うと

いったことが想定されてございます。 

 50ページ目の下からが停電の影響緩和策というところで、災害時も活躍する自家発、蓄

電池、省電力設備等の導入支援、再エネの地域における利活用支援も重要であるというこ

とを明記しております。 

 51ページ目からが本日ご議論いただいた中期対策に関してということでございます。 

 まず、北本連系線のさらなる増強等の検討ということで、こちらは本日も委員の方々か

らさまざまなご指摘をいただいたところでございますけれども、先ほど事務局としてご説

明した内容を今の段階で少し具体的に書かせていただいているということが前半、そして

後半が広域機関の検証委員会での指摘事項を踏まえた再発防止策について明記しておりま

す。 

 52ページ目からが供給サイドにおける対応策ということでございまして、これはブラッ

クアウトだけではなくて、早期に需給を安定化させるための対応が大事であるということ

を記載しておりまして、52ページ目の真ん中あたり、３つポツがございますけれども、こ

の経年化した火力発電所におけるＦＣＢ機能の具備の検討、あるいは老朽化してメンテナ

ンスが十分されていないものについての供給力の評価の方法、また、火力発電所の廃止に

ついて慎重に検討すべきではないか。これは供給力としての予備力的なものということで、

例えば休止火力というものを含めてと理解しておりますけれども、こうしたものにつきま

して、特に３点目につきましては、例えば広域機関が管理者となる発電設備の情報掲示板

による老朽火力の廃止が検討される場合のマッチングシステムも考え得るということで、

具体的な対策の例という形で明記させていただいております。 

 53ページ目にまいりまして、こうした供給サイドの対策が十分であるかということにつ
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きましては、より精度を高めた形で定期的に確認するプロセスを構築するということを上

から６行目、７行目に書いてございます。これは首藤委員、熊田委員などからご指摘をい

ただいた点でございます。 

 それから、地域間連系線、これは北海道に限らず、増強と活用拡大策ということでござ

います。先ほど小野委員からもご指摘いただきましたが、いたずらに必ず増強するという

ことではなくて、例えば九州でいいますと、これは再エネの文脈からになりますけれども、

再エネが従来は45万キロワットしか流せなかったものを今年度末までには135万キロワッ

トまで運用容量を拡大するといった取り組みをしてございまして、こちらは増強の時間に

比しては非常に短期間で対応ができるということで、この１、２年で対応していることで

ございますが、こうした、増強によらない活用拡大策についての検討も必要だと考えてお

ります。 

 それから、54ページでございます。こちらは災害に強い再エネの導入促進ということで、

これは小野委員からもご指摘いただきましたが、主力電源化に向けて必要な災害に対する

耐性を高めていくということ、あるいは自家発のモデルということ、それからせっかく自

立運転モードがあるので、先ほど申し上げましたけれども、仕様の簡素化というか、わか

りやすくするということについて、記載させていただいております。 

 55ページが需要サイドにおける対応ということで、先ほど申し上げた幾つかの例という

ことで、松村委員、市村委員等からご指摘いただいた点について、55ページの(3)に記載

させていただいております。 

 停電のコストということで、これは先ほど大橋委員からもご指摘いただきましたけれど

も、そうした技術的な精査を広域機関において行うということについて、(4)で記載して

おります。 

 55ページの下の②のところでございますが、国民への迅速かつ正確な情報発信というこ

とで、前回、大橋委員、首藤委員からいろいろな情報について、電力だけではなくて、ほ

かの情報も含めて統一化できないか、一覧性のあるような形でというようなご指摘もいた

だいたかと思います。こちらについては、現在、内閣府を中心に災害情報ハブというもの

が検討されておりますので、道路、通信などの重要インフラ情報とともに活用できるシス

テムの設計について、電力情報についても参画してまいりたいと考えております。 

 56ページ、送配電設備の仕様の共通化ということが(2)の①でございます。飛びまして、

③のところ、こちらは多様な電力事業者の円滑な連携体制ということで、旧一般電気事業
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者だけではなくて、先ほどもご指摘がございましたけれども、それ以外の事業者も含む円

滑な連携ということ、それから発送電の法的分離後のグループ会社間での連携のあり方が

２段落目でございます。 

 早期復旧を促す災害対応の費用回収スキームです。現状のルールは、全く料金に入らな

いということに名目上はなってございませんで、過去８年間の実績に基づいて、その料金

の一番高かった年と低かった年を抜くというルール、要するに真ん中の６年間の額を平均

して今後の料金算定に入れるというのが今のルールでございます。いわばスキーのジャン

プのときに上と下の点数を抜いて集計する、みたいなルールになっているわけですけれど

も、結果として、たまに大きな災害が起きるだけだと、それは異常値として切れてしまい

ますので、逆にいうと、実質的には一般送配電事業者が持ち出しになっているケースが非

常に多いということでございます。 

 例えば、電源車の派遣などでも、こうしたコストがかさんでしまうということになりま

すと、結果的に、派遣を躊躇するようなケースがあってしまっては問題かと思いますので、

こちらについては合理的な費用回収スキームについて、今例示で申し上げましたが、検討

が必要なのではないかと考えられるところでございます。 

 一番最後、57ページでございますけれども、需給逼迫フェーズにおける卸電力取引市場

の取引停止に関する取り扱いの検討ということで、どのような場合に取引が停止されるの

か、また、インバランス料金も現状、最近の北海道のケースは事後的に議論されておりま

すので、こうしたものの予見可能性も上げるということをここで記載させていただいてお

ります。先ほど市村委員からまさに買い取りの費用のところも合理的に考えるべきではな

いかとご指摘をいただいたかと思います。こうしたところも論点ではないかと考えられま

す。 

 ちなみに、現状は、一応電気事業法上は、国が価格水準を決められるという制度が最後

ついてはおりますけれども、実際発動されたことは全くございませんで、予見性という意

味でいうと、そういうルールがあったほうがいいのではないかというようなご指摘だと認

識しております。 

 以上でございます。 

○大山座長  どうもありがとうございました。それでは、委員の皆様からご質問、ご意

見をいただきたいと思います。先ほどと同じようにご発言を希望される方はお手元の名札

を立てていただくようお願いいたします。では、崎田委員、お願いいたします。 
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○崎田委員  前回、前々回、私は情報をしっかり発信していただきたいということをか

なり具体的にお話しさせていただきましたが、緊急対応のところにかなりそれを入れ込ん

でいただいています。47、48、50ページ、この辺の情報発信、緊急対応をしっかりしてい

くためのアナログ情報対応の必要性の話とか、住民が被害状況写真を投稿するような情報

収集の場所をつくるとか、いろいろな視点を入れていただいています。やはりそのように

して、社会とのコミュニケーションを密にしながら、災害対応が進むのは大変重要だと思

いますので、入れていただいた項目をしっかりと具体化していただければありがたいと思

います。 

 最後の55ページのところに、減災対策の国民への情報発信といろいろな団体の内閣府を

中心にした災害情報ハブということで、①、②とあります。この辺を今後きちんと整備し

ていただくのが大変重要だと思っております。 

 なお、災害対応情報をきちんと整備していただいた場合、事業者とか、地域の防災協議

会などは積極的にこういう新しい情報を得ると思いますが、多くの市民の方は自分からそ

ういう新しい変化の情報をとるというのはなかなか少ないと思います。このようなところ

に情報がきちんとありますとか、こうしてほしい、もし何かあったときにはこう動いてほ

しいというようなことを、やはり事前のエネルギー関係の広報なり、省エネの学習資料と

か、そういうところに一言災害対応情報を常に入れておいていただくとか、そういう少し

身近な対策も入れておいていただければありがたいと思います。どうぞよろしくお願いし

ます。 

○大山座長  ありがとうございます。では、続いて、大橋委員、お願いします。 

○大橋委員  ありがとうございます。今回、大変不幸な災害が契機になっているとはい

え、電力に関して、生活インフラという観点から安定供給について、これだけ深い議論、

あるいは報告書がまとめられたというのは、非常に意義深いことだと思います。非常によ

くまとまった報告書だと思っていまして、そういう意味では、とりまとめに大変ご苦労さ

れたと思いますけれども、感謝したいと思います。 

 構成についても、私は特段違和感はないと思います。１点ちょっと感じるのが、第１章

が政府の対応と書かれていて、多分事業者も随分ご苦労されたのではないか。現場の、先

ほど下請を含めた作業員の方のお話もありましたけれども、多分そうした復旧に当たって

きた方々がある意味、政府の取り組みを少なくとも補完していたのではないかと思うので

すが、そういうところの記載も何かあるといいのかなという感じがいたしました。事業者
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の取り組みという章をあえて書くかどうかというのは別ですけれども、そういうところに

ちょっと触れていただくのはどうかということが１点。 

 また、こうした復旧に当たった人たちのおかげでどのぐらい復旧が早かったのか。私、

過去の復旧に比べると比較的早いのではないかと思っているのですけれども、そうした評

価があると良いのかなと思います。必ずしも何か問題があってこういう報告書ができたわ

けではないのだと思うので。どっちかというと、もう少しよりよい方向にもっていけない

かというのがこの報告書の出発点だと思うので、そうした事業者、あるいは政府も含めて、

取り組みの評価というところも１つどこかに入れていただくのはどうなのかと思いました。 

 以上です。 

○大山座長  どうもありがとうございます。では、金子委員、お願いします。 

○金子委員  ただいまご紹介いただいた中間取りまとめ（案）につきましても、いろい

ろな議論の結果を反映して示していただいていると思います。私の関連でいいますと、52

ページの中期対策の中の供給サイドにおける対策にテーマをきちんと書いていただきまし

て、非常にありがたいと思います。これを今後、さらに突っ込んで検討して実行に移せる

ようにぜひもっていっていただきたいと思います。 

 その検討をするに際して、注意すべき点を２つほど感じております。 

 １つは、日本は発展途上国などに比べますと停電は非常に少ないということで、日本で

は必要ないと思っていたのが、自然災害もふえ、また、いろいろな変動電力も入ってきて

状況が変わってきております。そこで諸外国の実績とか例をもう一度よくみて、そこの中

で、これは反映したほうがいいのではないかというのもあるかと思いますので、それらも

参考にしながらいろいろ検討を進めていっていただいたらいいのではないかと思います。

それが１点でございます。 

 もう１つは、例えば効率を１％上げるというようなことですと、経済的な効果とか投資

必要額とか、非常に定量的に、ある意味では明快に出ますので、やる、やらないというよ

うな判断も非常にやりやすい。あるいは、やろうとしたらどれだけの補助をしなければい

けないのか。そういう議論も定量的にかなりできるわけですが、レジリエンスに関しまし

ては、確実にいい方向にはいくのだけれどもかかる費用に見合うのかどうかの判断が、効

率による改善などの議論よりもう一段、難しくなる点があるのではないかと思います。だ

から、よくなることはわかっているけれども、議論が収束せずに結局実施されないという

ことになる傾向がないように、何とかそれを実行に移せるインセンティブというか、必ず
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しも金銭的に定量的な議論でそれを補完するというようなことでなくても、実行により進

めるようなことも考えながらぜひ議論を進めていただきたいと思っております。 

 以上です。 

○大山座長  ありがとうございます。では、小野委員、お願いします。 

○小野委員  ありがとうございます。今回とりまとめていただいた案は、基本的にはこ

れまでの議論内容を盛り込んだものと認識いたしました。このうち、先ほど議論した中期

対策の部分について、先に申し上げたとおり懸念をもっておりますので、報告書への反映

をぜひお願いしたいと思います。 

 特に51ページの北本連系線の部分ですが、ちょうどページの中央付近に、「新北本連系

線整備後の更なる増強、及び現在の北本連系線の自励式への転換の是非について、広域機

関において速やかに検討に着手する」という文章があります。一方でその直後に、「更な

る増強については、ルートや増強の規模を含め、来春までを目途に具体化を図る」と書い

てあります。先ほど複数の委員から指摘があったように、更なる増強については、その必

要性、目的、費用対効果、負担のあり方等についてよく考え、そのうえで必要だというこ

とになったら増強する、という考え方で臨むべきではないかと思っております。この部分

の表現については、もう一度ご検討願えればと思います。 

 全体を通して、このワーキンググループは、北海道地震を初めとするこの夏の災害を契

機に、短期集中的に、電力のレジリエンスのあるべき姿を検討してきました。その本質的

な課題は、高齢化や人口減少が見込まれる中にあって、我々の生活をどう安全・安心にし

ていくか、また、日本の産業競争力を維持するという観点から３Ｅのバランスをいかに図

っていくか、という点であったろうと思います。 

 電気料金の上昇というのは、我々の生活のみならず、製造業を中心に国内産業の国際競

争力を損ね、日本の国力低下や製造拠点の海外移転をも加速しかねません。「環境と成長

の好循環」とは真逆の方向に行ってしまうことを懸念しています。 

 レジリエンスの強化をどの程度進めていくか検討する上では、こうした懸念も含めて対

策を検討すべきではないかと思います。こうした問題意識について、既に「おわりに」の

部分で一部触れていただいていますが、もう少し具体的に記載していただければと思いま

す。 

 以上です。 

○大山委員  ありがとうございます。ほかに。では、市村委員、お願いします。 
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○市村委員  ありがとうございます。非常に短期間の中でこれまでの議論を含めてまと

めていただいたことは非常に感謝申し上げます。この対策は、さまざまな場で検討するこ

とになろうかと思いますので、ぜひ政府一体として検討を進めていただければと思います。 

 １点、非常に細かい点で恐縮なのですけれども、47スライド目のところで、電気事業連

合会による情報発信のバックアップというところです。ちょっと細かいところではあるの

ですが、キャッシュサイトを開設するのは多分電事連さんではなくて、各電力会社のキャ

ッシュサイトというのはコピーサイトなので、コピーサイトをつくるというような形にな

ると思いますので、表現としては、閲覧しづらくなることを防ぐため、例えばですけれど

も、円滑に電力会社各社のキャッシュサイトが開設できるよう、電気事業連合会が大手ポ

ータルサイトと連携するといったような形かと思います。多分電事連さんがキャッシュサ

イトをつくるということではなくて、それを円滑に進めるために電事連さんが中心となっ

て、ポータルサイトと協定等を結ぶといったことかと思いますので、ちょっとそこの表現

ぶりだけ、そちらのほうが正確かと考えています。 

 以上です。 

○大山委員  ありがとうございます。では、都築様、お願いします。 

○都築オブザーバー  ありがとうございます。短期間でこのようにとりまとめを整理い

ただいたことについて、敬意を表したいと思っております。 

 また、私どもからは以前、この会合で申し上げたような点も的確に盛り込んでいただい

たことに関して、この場をかりて感謝を申し上げます。 

 現在、進めていますエネルギーシステム改革ですが、もともとは東日本大震災の経験を

踏まえて、設備面の増強とか需給調整能力の向上といったような点で、供給基盤を向上さ

せて、充実させていくということが、改革の大きな３つの柱の１つだったと理解しており

ます。 

 現在進行形で検討、あるいは整備が進んでいる部分もあります。今回の検討というのは、

そういったところも１つのげたを履いた上での連続性のある議論だと認識しております。

もちろん制度自体はあるときに完璧なものができ上がるわけではなくて、時代とともに新

しく生じた事象に伴いまして、ステップ・バイ・ステップでチューンアップしていくべき

ものだと考えております。 

 個人的に過去に制度改革に携わってきた１人として、自戒を込めて申し上げるならば、

当時は予見できなかったものも多々ございます。典型的なのは、今回のとりまとめにも
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多々含まれてまいりますけれども、デジタル化の進展とか、同じように安定供給を強化し

ていくについても、環境変化を受けてきちっと対応していかなくてはいけないものはある

のではないかと思っております。 

 制度をあずかる行政官の１人として、こうしたところに対する謙虚さ、それからインセ

ンティブの働きやすい制度、ないしは運用というものが実現できるように心がけてまいり

たいと思っております。 

 今後、制度周りの議論がこれから後、いろいろな場で進んでいくということになってい

くかと思います。こうした制度の魂を込めていく段階では、各論ではいろいろと対策内容

とか、きょうも話題になっておりますが、費用負担の問題であるとか、利害関係の調整の

オンパレードになるのではないかと予想しております。今申し上げたような点も意識しな

がら、きちっとやるべきことをやるということを監視委員会としても貢献してまいりたい

と思っております。 

 以上です。 

○大山座長  どうもありがとうございます。ほかにはご発言ございませんでしょうか。

では、崎田委員、お願いします。 

○崎田委員  ちょっと補足で一言。先ほど小野委員のご発言の中で、今後、高齢化とか

地域、社会、人口減少とか、そういう中でどこまで対策をするのかという、その辺のバラ

ンスが非常に重要という話があって、社会の視点というのは大変重要だと思っております。 

 なお、今回の中間の取りまとめの中で、先ほど私が最後に発言した55ページの部分の手

前に、供給だけではなく、需要サイドの電力レジリエンス対策の検討というあたりのこと

が入っていて、分量的には半ページぐらい入っているというところなのですが、今後の流

れとしては、こういうところをしっかりと検討していくというのも大変重要なことだと思

っています。ですから、こういう新しい時代に対応した取り組みのキーワードというか、

項目というか、芽はかなり入れ込んであると思いますので、こういうものを活用しながら、

やはり新しい変化の時代、あるいは持続可能な社会に向けたありようとかをしっかりと考

えていただければありがたいと思います。 

 私も随分これから社会を巻き込みながら対策していただきたいというような発言をさせ

ていただきましたが、こういう需要サイドが考えていくという使用者と事業者さんと自治

体とみんなで連携しながら新しくつくっていく、新しい時代の流れの入り口にこれがなれ

ばいいのではないかと感じています。よろしくお願いします。 
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○大山座長  どうもありがとうございます。ほかにはよろしいでしょうか。――では、

まとめをお願いします。 

○曳野電力・ガス事業部電力基盤整備課長  個別のところも含めて３点申し上げたいと

思います。 

 まず、大橋委員から事業者の対応についてということでご指摘がありました。確かに第

１章のところは政府の対応という形で書かせていただいたのですけれども、実は当然北海

道の対応、あるいは台風に対する対応も政府としてはむしろ政府は後方支援というか、場

合によっては説明については政府が前面に立ったところもありましたが、現場での対応は

電力会社を中心として、さまざまな事業者の方々、あるいは関係会社の方々の多大なるご

苦労によってなし遂げられたものだというのは当然だと思っております。 

 この位置づけといたしまして、例えば北海道電力さんのブラックアウトの件につきまし

ては、第三者委員会で検証されているのですけれども、政府は適切に行ったのかどうかと

いうところが何も、ある意味では、私自身、相当プレスの方にご説明はしていたのですが、

何を説明したのかということが実は一般向けには公表されていなかったということもござ

いますので、行政文書としてしっかり何が行われて、どういうデータが当時開示されて、

どういう意思決定過程で行われたのかということを残しておくということは未来への責任

であると考えておりまして、そういう意味では、政府中心に災害対応をやったというよう

な趣旨ではなくて、政府としてどういうことをやったのかということをしっかり検証・評

価いただいて、記録に残すということが非常に意義のあることだというような趣旨でござ

います。したがいまして、表現ぶりで不適切な点等あれば、しっかり修正なり見直しをし

たいと考えております。 

 金子委員からご指摘いただいた諸外国の実績とか例、そういうところの書きぶりが少し

弱いというのはそのとおりでございます。一方で、例えば広域機関の検証委員会でも、先

ほど大橋委員のご指摘いただいた海外の例ということで、単純に比較はできないというこ

とですけれども、ハワイの例であるとか、こういった過去のブラックアウトのスピードに

比べてどうだったかというようなことは参考資料でございますが、検証されていますし、

今まだ調整中ではございますが、今回の広域機関の検証委員会の報告書を英訳しまして、

ＩＥＡなどから国際的にも評価をしてもらおうと考えてございます。 

 そういう意味では、この検証委員会も含めて、誰でも情報にアクセスができて、誰でも

検証が可能である状態にしておくことが極めて大事だと思っておりまして、これにつきま
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しては、国際的な目からみてどうかということも含めて、このタイミングでまだそれがお

示しできていないのですけれども、今後、そういうこともしっかり取り組んでいきたいと

考えております。 

 ３点目といたしまして、小野委員からご指摘いただいたところでございます。私、説明

をはしょってしまって大変申しわけなかったのですが、58ページ目のところ、「おわりに」

のところに３Ｅのバランスが大事であるということを記載させていただいております。真

ん中のあたりでございますけれども、まさにエネルギー基本計画でも３Ｅ＋Ｓのバランス

を適切にとった政策体系とすることが重要であるということを明記しております。これに

つきまして、書きぶりのところが先ほどおっしゃった環境と成長の好循環のところが大事

であるということ、まさに国破れて山河ありでは意味がないものでありますので、そこの

バランスは非常に大事だと思っております。 

 他方で、もともと電力の供給信頼度が非常に高かったゆえに、こうした安定供給性とい

うのは、ともすると、あまりここ数年は正面から議論されてこなかった面もあると思って

おりまして、こうした点に対しての、ある意味では自由化の中での安定供給をいかに図っ

ていくかということがよりクローズアップされたということになるかと思いますので、適

切な３Ｅのバランス、重心をみていくということの作業が求められているのではないかと

考えております。 

 以上でございます。 

○覚道産業保安グループ電力安全課長  １点、市村先生からご指摘のあった点なのです

けれども、前回、電事連からもご紹介があったのですが、実際にキャッシュサイトを立ち

上げるのを、電事連が各社からの要請に応じて立ち上げるという形でご検討されていると

いうことですので、このような記載にさせていただいているということでございます。 

○市村委員  そういうことでしたか。事実関係がちょっと違うのではないかと私は思う

のですが、そういうことであれば。 

○大山座長  ほかにご発言ございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 では、大変熱心なご議論、どうもありがとうございました。本日、皆様からいただきま

したご意見を踏まえて中間取りまとめ（案）に反映させていただきたいと思います。具体

的な反映の方法については事務局とも相談しながら、私のほうにご一任いただくという形

でよろしいでしょうか。 

     （「異議なし」の声あり） 
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 では、どうもありがとうございます。それでは、中間取りまとめ（案）については、必

要な修正を行った上で、ホームページなどで公表するとともに、電力・ガス基本政策小委

員会及び電力安全小委員会で報告、ご審議いただくこととしたいと思います。 

 では、これにて、本ワーキンググループとしては一旦整理を行う形となりましたけれど

も、事務局を代表して、村瀬部長及び米田審議官より一言お願いしたいと思います。まず、

村瀬部長よりお願いします。 

○村瀬電力・ガス事業部長  ありがとうございます。本ワーキンググループの中間取り

まとめ（案）が整理されたということで、一言御礼及び今後の政府サイドでの取り運び方

についてご説明させていただきたいと思います。 

 本ワーキングにおきましては、10月18日に第１回を開催いたしましてから１ヵ月で４回

ということで非常にインテンシブで密度の濃いご議論をいただきました。短期間のスケジ

ュールでここまでのご議論をいただいたこと、心から感謝を申し上げたいと思います。 

 本日、ご議論いただいた取りまとめ（案）につきましては、先ほど座長からもお話もあ

りましたけれども、座長と我々でご相談させていただきながら、電力・ガス基本政策小委

員会等におきましてご報告、ご審議いただきたいと考えてございます。その上でございま

すけれども、政府におきましては、重要インフラの緊急点検に関する関係閣僚会議等にお

きまして、これをご報告させていただいて、政府としての正式な対応方針としてとりまと

めるということにさせていただきたいと考えているところでございます。 

 この短期間の間に中間取りまとめを整理するところまでたどりつくことができましたの

は、本委員会の委員の皆様方、それからオブザーバーの皆様のご尽力のおかげと思ってお

ります。改めて御礼を申し上げるとともに、また、広域機関の皆様方、それから広域機関

に設置された検証委員会の委員の皆様方におきましても、この短期間で検証作業をまとめ

ていただいたということで、皆様方にも心より感謝を申し上げたいと思います。 

 今回取りまとめ案に示されているとおり、対策につきましては、今後新たに発生し得る

災害等についても実際の効果をもって対処できるように、効果を発揮しなければいけない

ということでございますので、その実現に迅速性が求められるということだと思います。

緊急対策ということで整理されたことはもちろんのことながら、制度の見直しを含めた中

期対策につきましても、可能な限り迅速に検討を行った上で、実行に移していきたいと考

えてございます。政府としても最大限取り組んでまいりたいと思いますので、引き続きよ

ろしくお願い申し上げたいと思います。 
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 委員の皆様方におかれましては、お忙しい中、非常に短期間でご議論いただきまして、

心より感謝を申し上げます。本日はありがとうございました。 

○大山座長  ありがとうございました。では、続いて、米田審議官より一言お願いいた

します。 

○米田産業保安グループ審議官  産業保安担当の審議官の米田でございます。 

 先ほどから短い間にということを何回も委員の方々からもおっしゃっていただきました

が、これができましたのも、委員の皆様方がほぼ週１回、しかもきょうのように、夕方、

夜にかかるところもきっちり出ていただきまして、専門的な見地から、また、広い範囲か

らご議論を賜ったおかげと思っております。本当にありがとうございました。 

 今回、とりまとめていただいた対策につきましては、私ども産業保安グループといたし

ましても、緊急対策については速やかな実行に向かってまいりますし、また、中期対策に

つきましては、私どもが担当しております電力安全小委員会でも活用して、できる限り迅

速に検討を進めて実行に移してまいりたいと考えてございます。最終的には、事業者、政

府双方の停電時の対応を改善いたしまして、今後の停電復旧を早めることが我々に課せら

れた役割だと認識してございます。 

 委員の皆様方におかれましては、引き続き産業保安、エネルギー行政へのご協力を何と

ぞよろしくお願いいたします。まことにありがとうございました。 

○大山座長  どうもありがとうございました。では、最後になりますけれども、座長を

務めさせていただきました私からも一言申し上げたいと思います。 

 これまでお二方もおっしゃいましたけれども、非常に限られた時間で４回のＷＧを開催

させていただきまして、皆様のご協力によって報告書をとりまとめることができました。

御礼申し上げたいと思います。 

 今回の報告書では、緊急的な対策が示された形になっておりますが、今後、中期的に行

うべき対策についてはまだまだ検討を深めなければいけないと考えております。 

 さらに長期的な視野に立てば、これも皆様からご指摘がありましたけれども、系統が備

えるべきリスクと対策コストの関係といったこと、それからどのような系統が望ましいの

かといった議論も必要になるかと思っております。 

 その際、設備増強で対処すべき点と、運用の高度化で対処すべき点をバランスをとりな

がら考える必要があると考えております。そういった意味で、今後も継続的な検討が必要

かと考えております。 
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 最後になりますけれども、もう一度、皆様のご協力に感謝いたします。どうもありがと

うございました。 

 それでは、一旦整理をした形になりますので、次回以降の開催につきましては、事務局

とも相談の上、必要に応じて適切なタイミングで開催する形にしたいと考えております。 

 以上をもちまして、第４回電力レジリエンスワーキンググループを終了いたします。本

日はどうもありがとうございました。 
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